
 

平成２０年度 普通会計決算見込みのポイント 

大 分 県 
 

１ 国体開催や原油等高騰対策、雇用対策への積極的な取組により、歳出が 

前年度より増加(２年ぶり) 
◆歳入 ５７９，９４３百万円（▲０．１％） 

製造業の減益等に伴う法人二税の落ち込みなどにより自主財源は減、縮小傾向が

続いてきた地方交付税が８年ぶりに増加に転じたことなどにより依存財源は増 
 ◆歳出 ５６６，６８８百万円（＋０．４％） 

・国体開催をはじめ、原油等原材料価格高騰対策や雇用対策等に積極的に取り組

んだ結果、歳出は前年度対比＋0.4％の増 

・職員定数の削減努力等による人件費の抑制に伴い義務的経費は減となっている

ものの、補助費等のうち､市町村への扶助費的支出が増となったため、実質的な

義務的経費は 0.1%の増 

 
２ 実質収支の黒字幅拡大により単年度収支が２年ぶりに黒字 

◆実質収支  ⑲２，５７０百万円（黒字）→⑳２，６８５百万円（黒字） 
◆単年度収支 ⑲  ▲１１百万円（赤字）→⑳  １１５百万円（黒字） 

          
３ 職員定数の削減努力等により、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は 

４年ぶりに低下したものの、依然として高い水準で推移 

◆０．７ポイントの低下 ⑲ ９８．７％ →⑳ ９８．０％ 
 ◆社会保障関係経費等の義務的な経費の増加が今後とも予想され、引き続き財政運営に

は十分な留意が必要 
 
４ 財政調整用基金の取崩し及び県債残高の増加は極力抑制 

◆財政調整用基金残高  ⑲  376 億円 →⑳  358 億円（▲18億円）（⑲▲51億円） 
◆県債残高       ⑲ 9,968 億円 →⑳10,001 億円（＋33億円）（⑲＋68 億円） 

  
５ 財政健全化４指標はいずれも早期健全化基準以下 

◆実質赤字比率   ⑲なし(参考▲0.81%) →⑳なし(参考▲0.84%) 【基準  3.75％】 

 ◆連結実質赤字比率 ⑲なし(参考▲5.20%) →⑳なし(参考▲4.94%)  【基準  8.75％】 

 ◆実質公債費比率  ⑲  １１．９%    →⑳  １２．８%    【基準  25.0％】 

◆将来負担比率   ⑲ ２１２．４%   →⑳ ２１２．４%    【基準 400.0％】 

※【基準】：早期健全化基準 

６ 「大分県中期行財政運営ビジョン」に基づき、さらなる行財政改革の取組

を推進 



大 分 県 総 務 部 財 政 課

平成２１年８月１７日

平成２０年度大分県普通会計決算見込みについて



１  収支の状況

  （単位：千円）

差　　引

(△ 0.1%)

△ 737,380

(0.4%)

1,980,422

歳 入 歳 出 差 引 (A-B) (C) 13,255,216 15,973,018 △ 2,717,802

財 政 調 整 基 金 積 立 額 (G) 882,664 1,313,694 △ 431,030

地 方 債 繰 上 げ 償 還 額 (H) 465,016 204,746 260,270

財政調整基金取崩し額 (I) 440,000 1,000,000 △ 560,000
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歳 出 決 算 額

実質単年度収支(F+G+H-I)

翌年度に繰り越すべき財源

実 質 収 支 (C-D)

(D)

(E)

(F)

115,077

125,683

507,834 514,923

115,077 △ 10,606

1,022,757

１９ 年 度２０ 年 度

2,684,978 2,569,901

  平成20年度は、企業収益の悪化等から県税収入が減少し、歳入は前年度に比して△0.1％と

なったが、おおいた国体の開催をはじめ、原油等原材料価格高騰対策や雇用対策等に積極的

に取り組んだ結果、歳出は＋0.4％と２年ぶりに前年度を上回った。

　

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は、行財政改革プラ

ンの成果もあり、前年度に比して拡大し、その差引きである単年度収支については、２年ぶ

りに黒字となった。

△ 2,832,87913,403,11710,570,238

580,680,027
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図１-１ （歳入・歳出決算額の推移）
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図１-２（実質収支・単年度収支の推移）
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２  歳入の状況

  （単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

県 税 126,910,964 21.9 133,305,124 23.0 △ 6,394,160 △ 4.8

分担金及び負担金 5,362,137 0.9 6,554,918 1.1 △ 1,192,781 △ 18.2

使用料及び手数料 8,494,663 1.5 8,559,089 1.4 △ 64,426 △ 0.8

財 産 収 入 6,586,495 1.1 2,871,760 0.5 3,714,735 129.4

寄 附 金 228,971 0.0 469,585 0.1 △ 240,614 △ 51.2

繰 入 金 11,819,070 2.0 17,313,269 3.0 △ 5,494,199 △ 31.7

繰 越 金 15,973,018 2.8 15,583,117 2.7 389,901 2.5

諸 収 入 48,487,707 8.4 49,969,276 8.6 △ 1,481,569 △ 3.0

小        計 223,863,025 38.6 234,626,138 40.4 △ 10,763,113 △ 4.6

地 方 譲 与 税 3,127,943 0.5 3,435,349 0.6 △ 307,406 △ 8.9

地 方 特 例 交 付 金 2,006,340 0.4 1,021,939 0.2 984,401 96.3

地 方 交 付 税 170,689,689 29.4 169,751,845 29.2 937,844 0.6

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

485,535 0.1 536,744 0.1 △ 51,209 △ 9.5

国 庫 支 出 金 98,021,613 16.9 88,241,012 15.2 9,780,601 11.1

県 債 81,748,502 14.1 83,067,000 14.3 △ 1,318,498 △ 1.6

うち臨時財政対策債 22,533,000 3.9 18,501,000 3.2 4,032,000 21.8

うち退職手当債   5,800,000 1.0 6,500,000 1.1 △ 700,000 △ 10.8

小   　　計 356,079,622 61.4 346,053,889 59.6 10,025,733 2.9

合　　　　計 579,942,647 100.0 580,680,027 100.0 △ 737,380 △ 0.1

依

存

財

源

　自主財源は、107億6,311万3千円の減(△4.6%)となった。県税が製造業の減益等に伴う法人二税の

落ち込みなどにより、63億9,416万円の減(△4.8%)となったことが主因である。貸付金の債権売却等

の努力により、財産収入が37億1,473万5千円の増(129.4%)となったが、後年度の財政運営を考慮し、

財政調整用基金の取崩しを極力抑制した結果、繰入金は、54億9,419万9千円の減(△31.7%)となり、

自主財源比率は38.6％と1.8ポイント低下した。

　一方、依存財源は、100億2,573万3千円の増(2.9%)となった。縮小傾向が続いてきた地方交付税が8

年ぶりに増加に転じ、9億3,784万4千円の増(0.6%)となったほか、その振り替わりである臨時財政対

策債も40億3,200万円の増(21.8%)となった。

　県債は、臨時財政対策債が発行増となったものの、退職手当債等の発行抑制により、全体としては

13億1,849万8千円の減(△1.6%)となった。

　このほか、雇用創出を目的とした基金造成のための交付金や県立学校の耐震化等に取り組むための

臨時交付金等の創設に伴い、国庫支出金が97億8,060万1千円の増(11.1%)となった。

自

主

財

源

差　　引
区           分

２０　年　度 １９　年　度
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図２－１（歳入の内訳）
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図２－２（主な歳入の推移）
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３  歳出の状況

（１）目的別歳出内訳

  （単位：千円、％）

差   引

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

議 会 費 1,111,231 0.2 1,139,980 0.2 △ 28,749 △ 2.5

総 務 費 30,399,030 5.4 32,802,852 5.8 △ 2,403,822 △ 7.3

民 生 費 62,469,478 11.0 57,006,155 10.1 5,463,323 9.6

衛 生 費 12,770,583 2.3 12,420,285 2.2 350,298 2.8

労 働 費 8,825,237 1.6 1,967,233 0.4 6,858,004 348.6

農 林 水 産 業 費 54,627,425 9.6 57,618,925 10.2 △ 2,991,500 △ 5.2

商 工 費 40,837,804 7.2 35,758,045 6.3 5,079,759 14.2

土 木 費 85,379,779 15.1 92,140,317 16.3 △ 6,760,538 △ 7.3

警 察 費 28,562,280 5.0 29,114,415 5.2 △ 552,135 △ 1.9

教 育 費 129,036,494 22.8 131,626,458 23.3 △ 2,589,964 △ 2.0

災 害 復 旧 費 4,170,337 0.7 5,193,558 0.9 △ 1,023,221 △ 19.7

公 債 費 94,307,093 16.6 92,284,804 16.3 2,022,289 2.2

税 収 見 合 交 付 金 14,190,660 2.5 15,633,982 2.8 △ 1,443,322 △ 9.2

合        計 566,687,431 100.0 564,707,009 100.0 1,980,422 0.4

　歳出全体では、19億8,042万2千円の増(0.4%)となった。

　増加の要因は、民生費が後期高齢者医療制度創設に伴う県負担金の増や安心こども基金の創設

などにより54億6,332万3千円の増(9.6%)となったほか、労働費が雇用創出のための基金造成など

により、68億5,800万4千円の増(348.6%)、商工費が県制度資金の新規貸付枠の拡大などにより、

50億7,975万9千円の増(14.2%)となったことが主なものである。

　一方、減少の要因は、総務費が、選挙関係執行経費の減等により24億382万2千円の減(△7.3%)

となったほか、公共事業の減少等により、土木費が67億6,053万8千円(△7.3%)、農林水産業費が

29億9,150万円(△5.2%)の減、また教育費が、児童・生徒の減少に伴う教職員人件費の減等により

25億8,996万4千円の減(△2.0%)となったことが主なものである。

区       　　分
２０　年　度 １９　年　度

－５－



　図３－１（目的別歳出の内訳）
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　図３－２（目的別歳出の推移）
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（２）性質別歳出内訳

  （単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

１ 義  務  的  経  費 274,372,507 48.4 276,644,673 49.0 △ 2,272,166 △ 0.8

 人    件    費 170,875,595 30.2 175,602,412 31.1 △ 4,726,817 △ 2.7

  うち 職 員 給 126,530,867 22.3 129,487,771 22.9 △ 2,956,904 △ 2.3

 扶    助    費 9,263,784 1.6 8,849,296 1.6 414,488 4.7

 公    債    費 94,233,128 16.6 92,192,965 16.3 2,040,163 2.2

２ 投  資  的  経  費 125,075,854 22.1 135,975,517 24.1 △ 10,899,663 △ 8.0

 普通建設事業費 120,905,517 21.3 130,781,959 23.2 △ 9,876,442 △ 7.6

     補      助 68,738,467 12.1 75,622,939 13.4 △ 6,884,472 △ 9.1

     単      独 40,338,518 7.1 42,852,063 7.6 △ 2,513,545 △ 5.9

     国  直  轄 11,828,532 2.1 12,306,957 2.2 △ 478,425 △ 3.9

 災害復旧事業費 4,170,337 0.8 5,193,558 0.9 △ 1,023,221 △ 19.7

３ そ      の      他 167,239,070 29.5 152,086,819 26.9 15,152,251 10.0

 物    件    費 16,613,749 2.9 16,871,780 3.0 △ 258,031 △ 1.5

 補  助  費  等 87,889,097 15.5 86,284,333 15.3 1,604,764 1.9

 　　うち扶助費的支出 45,670,216 8.1 43,027,958 7.6 2,642,258 6.1

 積    立    金 18,647,959 3.3 8,310,348 1.5 10,337,611 124.4

 貸    付    金 41,143,612 7.3 37,555,065 6.6 3,588,547 9.6

 そ    の    他 2,944,653 0.5 3,065,293 0.5 △ 120,640 △ 3.9

　　 合　　 　　     計 566,687,431 100.0 564,707,009 100.0 1,980,422 0.4

※「補助費等のうち扶助費的支出」を加味した場合の実質値

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

　実質的な義務的経費 320,042,723 56.5 319,672,631 56.6 370,092 0.1

　  実質的な扶助費 54,934,000 9.7 51,877,254 9.2 3,056,746 5.9

　義務的経費については、22億7,216万6千円の減(△0.8%)と２年ぶりに減少に転じた。人件費が職員

定数の削減努力等によって47億2,681万7千円(△2.7%)減少したことが主因である。

　一方、公債費については、臨時財政対策債の償還累増等により、20億4,016万3千円の増(2.2%)と

なったほか、扶助費が肝炎インターフェロン治療の助成開始等に伴い、4億1,448万8千円の増

(4.7%)、また補助費等のうち､後期高齢者医療制度や介護保険給付費の県負担金など市町村への扶助

費的支出が26億4,225万8千円の増(6.1%)となったため、実質的な扶助費は30億5,674万6千円の増

(5.9%)となり、結果として実質的な義務的経費は、3億7,009万2千円の増(0.1%)となった。

　投資的経費については、公共事業の抑制傾向等により、普通建設事業費が98億7,644万2千円の減

(△7.6%)となるとともに、現年災害の減少により、災害復旧事業費が10億2,322万1千円の減(△

19.7%)となった。

　その他の経費については、積立金が、雇用創出や子育て対策のための基金造成により、103億3,761

万1千円の増(124.4%)となったほか、貸付金が、県制度資金の新規貸付枠の拡大等により、35億8,854

万7千円の増(9.6%)となったことなどにより、全体では151億5,225万1千円の増(10.0%)となった。

差　　引

差　　引

区　　 　　 分
２０　年　度 １９　年　度

区　　 　　 分
２０　年　度 １９　年　度
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　図３－３（性質別歳出の内訳）
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167,239,070

(29.5%)

人件費

170,875,595

(30.2%)

扶助費

9,263,784

(1.6%)

公債費

災害復旧事業費

4,170,337

(0.8%)

物件費

16,613,749

(2.9%)

補助費等

87,889,097

(15.5%)

積立金

18,647,959

(3.3%)

貸付金

41,143,612

(7.3%)

その他

2,944,653

(0.5%)

平成２０年度

歳出決算額

566,687,431千円

－８－

　図３－４（性質別歳出の推移）

公債費

94,233,128

(16.6%)
普通建設事業費

120,905,517

(21.3%)

288,397

279,872 274,314
276,644

274,373

152,682
151,605

154,532

135,976
125,076

142,245 140,798
148,470

152,087

167,239

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

（百万円）

義務的経費

投資的経費

その他
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   ４  主な財政指標等の状況

財 　政　 指　 標 ２０  年  度 １９  年  度

（％） ９８．０ ９８．７

（％） １１．８ １０．８

０．３７２８１ ０．３５９４６

県      債 ２０  年  度 １９  年  度

  残　　　　高　　（千円） 1,000,135,943 996,848,163

県民一人当たり残高 826 820

  実質的な残高　  （千円） 382,375,284 374,863,040

県民一人当たり残高 316 308

※１　県債残高には、企業会計扱いとなる下水道事業等に係る残高は除いている。

※２　実質的な残高は、償還財源として後年度交付税措置等があるものを控除したものである。

経常経費充当一般財源等

 経常一般財源等＋臨時財政対策債＋減収補てん債特例分 

公債費充当　－　災害復旧費等に係　－　事業費補正により基準財政

　　一般財源等　  　る基準財政需要額　  　需要額に算入された公債費等　

標 準 税 ＋ 普通交付 － 災害復旧費等に係 － 事業費補正により基準財政

(注)３か年平均 　　収入額等    税額等      る基準財政需要額　  需要額に算入された公債費等　

基準財政収入額

基準財政需要額

(注)３か年平均

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、分子のうち扶助費的な支出が増加したものの、職

員定数の削減努力によって人件費が減少するとともに、分母である経常一般財源等が、臨時財

政対策債等の伸びにより増加したため、昨年度よりも0.7ポイント低下の98.0％となり、４年ぶ

りに改善したが、依然として高い水準にある。

  財政負担に占める公債費の度合いを示す指標のひとつである起債制限比率については、１４

年度からの交付税における事業費補正の算入率の見直しにより、公債費のうちの交付税措置分

が減少してきていることなどから、1.0ポイント上昇の11.8％となった。

　県債については、発行抑制に努めたものの、臨時財政対策債の増発を余儀なくされるととも

に、単年度負担が過大とならないよう償還の平準化を図っていることから、結果として県債残

高は前年度末に比べ32億8,778万円増の1兆1億3,594万3千円となり、県民一人当たりの残高は、

人口の減少もあり、6千円増の82万6千円となった。

 １．０起 債 制 限 比 率

差　　引

△０．７経 常 収 支 比 率

8

０．０１３３５

差　　引

財 政 力 指 数　　＝

起債制限比率 （％）＝

3,287,780

財 政 力 指 数

経常収支比率 （％）＝

6

7,512,244

－９－



　図４－１（経常収支比率の推移）

　図４－２（起債制限比率の推移）

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

大分県 91.6 92.5 93.5 98.7 98.0 

全国平均 92.4 92.8 93.6 96.7 

88.0 

90.0 

92.0 

94.0 

96.0 

98.0 

100.0 
（％）

11.0 

12.0 

13.0 

14.0 
（％）
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　図４－３（財政力指数の推移）

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

大分県 0.27607 0.29580 0.32905 0.35946 0.37281 

全国平均 0.41125 0.42806 0.46365 0.49715 

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.55

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

大分県 13.9 12.8 10.7 10.8 11.8 

全国平均 12.6 12.4 12.3 11.8 

10.0 

11.0 
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  図４－４（県債残高の内訳）

道路関係

3,765

(37.7%)

防災関係

1,965

(19.6%)農業基盤整備関係

333 (3.3%)

港湾・漁港関係

528 (5.3%)

学校関係

225 (2.3%)

災害復旧関係

109 (1.1%)

公営住宅関係

81 (0.8%)

その他

1,282

(12.8%)

臨時財政対策債

1,713

（17.1%）

平成２０年度末

県債残高

10,001億円

普通会計ベース
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　図４－５（県債残高の推移）
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16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

3,538 3,575 3,597 3,748 3,824 

5,334 5,085 4,877 4,662 4,464

1,027 1,249 1,426 1,558 1,713 

億円

臨時財政対策債

交付税措置等

実質残高

9,899 9,909 9,900 9,968 10,001

528 (5.3%)

普通会計ベース
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（参考）  財政調整用基金残高の状況について

２０  年  度 １９  年  度

  残　　　　高　　（億円） 358 376

0 121

358 255

　図参考－１（財政調整用基金残高の推移）

　行財政改革プランに基づき、選択と集中による歳出削減及び歳入確保に全力で取り組んだ

結果、20年度末の財政調整用基金残高は358億円となり、16年度からの5年間のプラン期間中

の成果は、プラン試算時の残高ゼロに対し、358億円を上積みできた。

　しかしながら、三位一体改革の影響から抜けきれないまま、国内外の経済悪化を受け、今

後の財政収支の見通しは厳しさを増す状況であり、引き続き、21年度から23年度までを期間

とする「大分県中期行財政運営ビジョン」を策定し、さらなる行財政改革の取組を進めるこ

とで、「夢と希望あふれる大分県」の実現に向けた強靱な行財政基盤を構築していくことと

している。

差　　引

△ 18

財政調整用基金

△ 121プ ラ ン  試 算 額

プラン試算額との差 103

－12－
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５　財政健全化指標

（１）財政健全化判断比率

《早期健全化ラインと財政再生ライン》

　地方公共団体財政健全化法により、19年度決算から算定が義務付けられた財政健全化判断比率（実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）については、20年度決算においても、前年度同様、いずれ

の指数も早期健全化基準を下回った。

　一般会計等（注）ベースで算定する実質赤字比率と、これに公営企業会計の資金不足額を加えた連結赤字比率

は、ともに黒字であるため、赤字比率はないが、参考値として実質黒字額及び資金剰余額で比率を算定すると、そ

れぞれ△0.84％、△4.94％となった。

（注）一般会計等 ： 地方公共団体財政健全化法における実質赤字比率の対象となる会計で、県の会計のうち、地方公営事業会計以外のものが該当す
る。これは、普通会計とほぼ同様の範囲であるが、いわゆる「想定企業会計」など、一の会計を区分することは行っていない。

早期健全化ライン（黄信号） 財政再生ライン（赤信号）

早期の健全化に向けた計画の策定

外部監査の義務化等

再生計画の策定、計画に係る国の同意、

県債発行の制限（旧再建団体） 等

財政状況の悪化

実質赤字比率

財政再生大分県（H19)
大分県（H20)

－13－

　一方、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率である実質公債費比率

は、公債費のうちの交付税措置分が減少してきていることなどから、前年度に比べ0.9ポイント上昇の12.8％と

なった。また、一般会計等が将来負担すべき負債等の割合を示す将来負担比率は、県債残高は増加したものの、18

年度からの地方公営企業法全部適用に伴う病院事業会計に対する一般会計等からの繰出金の見直しなどにより、前

年度と同じ212.4％に留まった。

※赤字額はないため、実質黒字額による参考比率を負の数で表示

3.75 5.00

　県の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（県の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの）に
対する比率

財政再生

財政再生

△0.81 0 3.75 5.00

早期健全化 財政再生

赤字黒字

大分県（H19)

△0.84

大分県（H20)

※赤字額はないため、実質黒字額及び資金剰余額による参考比率を負の数で表示

15.00△ 5.20 8.75

　公営企業会計を含む県の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率。全ての会計の赤字や黒字を合算し、
全体としての赤字の程度を指標化し、県全体としての財政運営の悪化の度合いを示した指標である。

連結実質赤字比率
財政再生基準には３年間の経過措置あり

（H21～H22年度は25％、H23年度は20％）

0 8.75 15.00△5.20

早期健全化 財政再生

赤字黒字

大分県（H19) 大分県（H20)

△4.94

－13－



　県税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債
費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合の前三年度の平均値

財政再生

実質公債費比率

0 25.0 35.0

早期健全化 財政再生

11.9低 高

大分県（H19)

14.0

全国平均（H19)

大分県（H20)

12.8

　

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、県の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした

将来負担比率

高低

早期健全化

400.00

大分県（H19)
全国平均（H19)

235.1

大分県（H20)

212.4
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（２）資金不足比率

　公営企業会計ごとに算定する資金不足比率は、昨年度に引き続き各会計とも資金不足はないが、参考値として資

金剰余額で比率を算定すると、病院事業△23.0％、工業用水道事業△222.7％、電気事業△238.8％、港湾施設整備

事業△2.5％となった。なお、臨海工業地帯建設事業及び流通業務団地造成事業は資金剰余もない。

※財政再生基準はない。

額に対する比率。県の一般会計等の借入金(県債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来の財政を圧迫する可
能性の度合いを示した指標である。

　※（　　）は19年度数値

　公営企業会計ごとの資金の不足額（法適用企業：流動負債の額から流動資産の額を控除した額）の事業の規模に対する比率。公営企業の資金
不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示した指標である。

資金不足比率

工業用水道事業

△222.7

(△279.8)

電気事業

△238.8

(△240.2)

港湾施設整備事業

△2.5

(△3.6)

病院事業

△23.0

(△18.9)

20.0

△20.0△200.0△300.0

0

経営健全化

赤字黒字
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《参考：各指標の算定方法と会計等の概念》

（注１）「標準財政規模」には臨時財政対策債発行可能額を含む

（注２） 準元利償還金 ： イからニまでの合計額
  イ　満期一括償還県債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年
　　　当たりの元金償還金相当額
  ロ  一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充
　　　てたと認められるもの
  ハ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
　ニ　一時借入金の利子

【 実質赤 字比 率】 ＝
標準財政規模

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
【連結実質赤字比率】 ＝

連結実質赤字額

（県債の元利償還金＋準元利償還金）－

　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
【実質公債費比率】
（ ３ カ 年 平 均 ）

＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金にかかる基準財政需要額算入額）

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋県債現在高等に

係る基準財政需要額算入見込額）【将来負担比率】 ＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金にかかる基準財政需要額算入額）

【 資金不 足比 率】 ＝
資金の不足額

事業の規模

－15－

※公営企業会計
　 毎に算定

一部事務組合・広域連合 ※本県該当なし

地方公社・第三セクター等

大
分
県

一般会計

特別会計

うち

　公営企業会計
　〔法適用〕病院・電気
　　　　　　　 工業用水道

　〔法非適用〕流通業務団地
　　　臨海工業地帯、港湾施設整備

公営事業会計

一般会計等
一般会計＋
母子寡婦
心身障害
県 営 林
林業木材
沿岸漁業
農業改良
中小企業
公共用地
用品調達
公債管理

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

（注３）将来負担額 ： イからヘまでの合計額
  イ　一般会計等の当該年度の前年度末における県債現在高
  ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
  ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰出見込額
  ニ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
  ホ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の
　　　当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額
  ヘ　連結実質赤字額
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